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三郷町宅地開発指導基準 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、本町において行われる一定規模以上の開発行為について公

共施設の整備等一定の基準を定め、当該開発行為を行う者（以下「事業者」と

いう。）を指導することにより、町民の生活と環境を守り、良好な都市環境の

形成と秩序あるまちづくりの実現に寄与することを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) 開発事業 次条に掲げる行為をいう。 

(2) 開発行為 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第１２項に規

定する開発行為をいう。 

(3) 建築行為 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号に規

定する建築を行うことをいう。 

(4) 開発区域 開発事業を行う土地の区域をいう。 

(5) 公共施設 道路、公園、緑地、下水道、河川、水路（調整池等の雨水流出

抑制施設おび管路敷を含む。）、消防水利施設、交通安全施設、その他の公

共の用に供する施設をいう。 

(6) 公益施設 集会所、ごみ集積施設、上水道その他の住民の共同の福祉又は

利益のために必要な施設をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この要綱は、本町の区域内において行われる開発行為であって、次に掲げ

るものに適用する。 

(1) 開発区域面積（実測面積）が５００平方メートル以上で、かつ、賃貸若し 

くは分譲を目的とした建築行為及び町長が特に必要と認める開発行為 

(2) 開発区域面積（実測面積）５００平方メートル未満で、同一事業者、共同

施行者又は当該事業者と密接な関係があるとみなされる事業者が隣接して行

う開発行為であって、その合算した面積が５００平方メートル以上となるも

の。 
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（適用除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる開発行為等については、この要綱は

適用しない。 

(1) 国、地方公共団体その他これらに類する事業主体が行うもの。 

(2) 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による土地区画整理事業の

施行として行うもの。 

(3) 都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）による市街地再開発事業の施行

として行うもの。 

(4) 建築基準法第８５条に規定する仮設建築物の建築を行うもの。 

(5) 建築基準法第８７条の３に規定する建築物の一時的用途変更を行うもの 

 

第２章 周辺対策 

（周辺住民及び利害関係者への周知） 

第５条 事業者は、開発事業に関係する周辺住民及び利害関係者に対し、計画内容 

その他、工事施工内容、安全対策、環境対策等に関する事項について、説明会 

等の方法により十分理解と協力を得られるよう積極的に説明を行い、その内容及 

び結果を地元協議報告書（第１号様式）により町長に報告しなければならない。 

この場合において、事業者は、特に必要な事については、覚書を締結する等、合 

意の形成を図るよう努めなければならない。 

２ 事業者は、住宅を目的とする開発事業については、住宅購入者に対し、公共施 

設・公益施設の運営について十分理解できるよう説明しなければならない。 

（工事中の安全対策） 

第６条 事業者は、開発事業の施行に当たって、災害防止と交通安全対策に万全を 

期し、周辺住民の生命と財産を保護するため、最大の努力を払うとともに、次に 

掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 開発区域及び当該開発区域付近並びに工事関係車両等により影響を受ける 

区域の通園及び通学路については、町長と協議の上、園児、児童及び生徒の 

安全確保に努めること。 

(2) 開発事業の施行に関連して、交通安全施設の新設、移設、改修等の措置が 

必要な場合は、町長と協議の上、事業者において措置すること。 

（3）開発事業に用いる工事車両について、一般車両と明確に識別できる標識を 
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表示すること。 

(4) 開発事業の工事に用いる車両は、交通規制を遵守するとともに、所轄警察

署及び町長と協議の上、進入道路を定め交通安全上必要な措置を講じ、一般

交通を阻害しないこと。 

（自治会への加入促進） 

第７条 事業者は、住宅地として開発事業を行う場合は、入居者の自治会への加入 

促進に努めなければならない。 

２ 事業者は、入居者の自治会への加入について自治会と協議の上、その結果を町 

長に報告するものとし、協議の結果、新たに自治会を設立する場合は、その設立 

が円滑に行われるように努めなければならない。 

（農業用施設） 

第８条 事業者は、開発区域内及び排水の放流先に農業用施設等がある場合は、排 

水同意願兼同意書（第２号様式）により関係水利権者等の同意を得るとともに、 

その機能を損なわないようにしなければならない。 

２ 事業者は、開発区域から流出する汚濁水、廃棄物等に起因して農作物及び農地

に被害を与えた場合又は開発事業によって渇水若しくは溢水を生じた場合は、自

己の責任において適切に措置しなければならない。 

（被害の補償） 

第９条 事業者は、開発事業の施行によって、第三者に被害を与えた場合は、その 

補償の責を負わなければならない。 

 

第３章 公共施設・公益施設 

（公共施設・公益施設の整備） 

第１０条 事業者は、自己の開発区域内において、必要となる公共施設・公益施設 

について、町長の指示に従い自己の負担で整備しなければならない。 

２ 前項の規定による公共施設・公益施設の整備は、奈良県住みよい福祉のまちづ 

くり条例（平成７年３月奈良県条例第３０号）に適合したものでなければならな 

い。 

３ 事業者は、開発事業により既存の公共施設・公益施設等を破損したときは、町 

長と協議の上、自己の負担において当該破損箇所を原型に復旧しなければならな 

い。 
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（公共施設・公益施設の検査） 

第１１条 事業者は、公共施設・公益施設の工事が完了したときは、工事完了届（ 

第３号様式）を提出し、町長の検査を受けなければならない。ただし、町長は、 

随時立入検査をすることができる。 

２ 前項の検査において、事業者は、施設の出来形図、使用材料一覧、施工写真そ 

の他町が指定した書類等を提出しなければならない。 

３ 事業者は、検査の結果不備の箇所がある場合は、町長の指示に従い、自己の負 

担において整備しなければならない。 

（公共施設・公益施設の帰属） 

第１２条 開発事業により整備された公共施設・公益施設の用に供する土地は、開 

発工事完了検査日までに、所有権移転に関する書類を町長に提出し、速やかに土 

地の帰属ができるよう努めなければならない。 

２ 公共施設・公益施設と隣接する土地との境界は、境界杭または境界表示板を設 

置しなければならない。 

（道路の整備） 

第１３条 事業者は、道路を整備する場合は、周辺の状況及び町の計画等を勘案し 

 て計画し、奈良県開発許可制度等に関する審査基準（以下「県審査基準」という。 

）及び三郷町宅地開発指導基準（以下「指導基準」という。）に基づき、自己の 

負担において行わなければならない。 

（排水施設の整備） 

第１４条 事業者は、雨水排水施設及び汚水排水施設を次に掲げる事項に留意して 

計画し、整備しなければならない。 

(1) 開発区域及びその周辺の地形、降雨量、農業水利等を勘案し、適正かつ有 

効に処理できるよう計画すること。 

(2) 雨水排水施設の放流先は、原則として河川又は公共の雨水排水施設に接続 

するものとし、当該施設の管理者と協議して定め、放流先に影響を受け 

る地域住民及び水利組合等と十分に協議し、調整を図ること。 

(3) 事業者は、大和川流域における総合治水の推進に関する条例（平成２９年 

１０月奈良県条例第１３号）に基づき、奈良県知事と協議し、調整池等を設

置すること。 

(4) 開発区域内の排水は、原則として雨水と汚水を分離した分流式とすること。 
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(5) 排水施設の処理及び構造については、別に町長が定める指導基準により計

画すること。 

（雨水流出抑制施設の整備） 

第１５条 事業者は、大和川流域において、０．１ヘクタール以上の開発行為を行 

う場合は、大和川流域総合治水対策として、大和川流域における総合治水の推進 

に関する条例により、県審査基準及び指導基準に基づき雨水流出抑制施設（以下 

「防災調整池等」という。）を整備しなければならない。 

２ 事業者は、防災調整池等の帰属及び維持管理について、町長と協議しなければ 

ならない。 

（公園等の整備） 

第１６条 事業者は、公園及び緑地を整備する場合は、県審査基準及び指導基準に 

 基づき、開発区域及びその周辺の状況等を勘案して次に掲げる事項に留意して計 

 画するものとする。 

(1) 開発区域の面積が０．３ヘクタール以上５．０ヘクタール未満の開発事業 

については、開発区域の面積の３．０パーセント以上の公園、緑地又は広場を 

設けられていること。 

(2) 開発区域の面積が５．０ヘクタール以上の開発事業にあっては、面積が１ 

箇所３００平方メートル以上であり、かつ、その面積の合計が開発区域の面積 

の３．０パーセント以上の公園（予定建築物等の用途が住宅以外のものである 

場合は、公園、緑地又は広場）を設けられていること。 

（上水道施設の整備） 

第１７条 事業者は、開発区域内に給水を受けるために必要な設備等について、水 

道事業者と協議しなければならない。 

（消防水利施設の整備） 

第１８条 事業者は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２０条第１項の規定 

に基づき、消防庁が定める消防水利の基準を定める告示（昭和３９年消防庁告示 

第７号。以下「消防水利の基準」という。）に基づく消火栓及び防火水そう等の 

消防水利施設について、所轄消防署と協議した上、自己の負担において整備しな 

ければならない。 
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（ごみ集積施設の設置） 

第１９条 事業者は、開発区域内のごみの収集を円滑に行うため、次に掲げる事項 

に留意し、ごみ集積施設（以下「集積所」という。）を設置するものとする。 

(1) 集積所は開発区域内において自己の負担で設置すること。 

(2) 集積所の位置、配置及び形状は、町長が別に定める指導基準によること。 

(3) 集積所の維持管理、修繕等については、利用者で行うこと。 

（防犯灯の設置） 

第２０条 事業者は、開発事業により道路を整備する場合は、防犯灯を指導基準に 

基づき自己の負担において設置しなければならない。 

（交通安全施設の設置） 

第２１条 事業者は、開発区域及び周辺の状況に応じて、道路反射鏡、防護柵、区 

画線及び道路標識（規制標識を除く）等の交通安全施設を指導基準に基づき自己 

の負担において設置しなければならない。 

 （集会所及び集会所用地の設置） 

第２２条 事業者は、集会所及び集会所用地を次に掲げる基準に従い設置しなけれ 

ばならない。 

(1) 開発区域が１．０ヘクタール未満の場合は、集会所用地及び集会所施設は

要しないものとする。 

(2) 開発区域が１．０ヘクタール以上５．０ヘクタール未満の場合は、集会所

用地のみを確保し、集会所施設は要しないものとする。 

(3) 開発区域が５．０ヘクタール以上の場合は、集会所用地及び集会所施設を

公園に隣接する位置に設置しなければならない。 

(4) 前号の規定により集会所施設を設置する場合は、その構造又は付属施設に

ついて指導基準に基づき自己の負担において設置しなければならない。 

 

第４章 環境の保全 

（環境対策） 

第２３条 事業者は、開発事業により公害等（大気汚染、塵芥、水質汚濁、騒音、 

振動、土壌汚染、地盤沈下及び悪臭等をいう。）を発生させ、又は発生させるお 

それがある場合は、町長の指示により、自己の負担において必要な処理を講じな 

ければならない。 
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（文化財の保護） 

第２４条 事業者は、周知の埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発事業を行うときは、 

開発区域の面積にかかわらず、文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規 

定に基づき、工事着手６０日前までに埋蔵文化財発掘届に必要な書類を添えて、 

町長を経由して、奈良県知事に提出し、その指示に従わなければならない。この 

場合において、開発区域の面積が１．０ヘクタール以上となる開発行為について 

は、事前に奈良県の文化財担当課と協議を行い、その指示に従わなければならな 

い。 

２ 事業者は、開発事業に伴い埋蔵文化財を発見したときは、直ちに工事を中止し、 

現状を変更することなく奈良県知事及び町長に届け出て、その指示に従い、発掘 

調査及びその他の文化財を保護するために必要な措置を講じなければならない。 

（無電柱化の推進） 

第２５条 事業者は、無電柱化の推進に関する法律第１２条（平成２８年法律第１ 

１２号）に基づき、開発区域内の無電柱化に努めるものとする。 

２ 開発区域内の道路は原則として、電柱の設置（占用）を認めないものとする。 

（太陽光発電設備） 

第２６条 事業者は、開発区域内において太陽光発電設備を設置するときは、奈良 

県太陽光発電施設の設置及び維持管理等に関する条例（令和５年３月奈良県条例 

第４２号）及び三郷町太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例（令和 

４年６月三郷町条例第１５号）の規定に基づき設置申請手続きを行い、その指示 

に従わなければならない。 

（屋外広告物） 

第２７条 事業者は、開発区域内において広告物の表示及び広告物を掲出する物件 

を設置するときは、奈良県屋外広告物条例（昭和３５年４月奈良県条例第１７号 

）及び三郷町奈良県屋外広告物条例施行規則（平成１４年４月三郷町規則第２２ 

号）の規定に基づき広告物許可申請書を町長に提出し、その指示に従わなければ 

ならない。 

 

 

 

 



10 

 

第５章 事前協議 

（事前協議） 

第２８条 事業者は、法令等に基づき、許認可の申請をする前に、あらかじめ事業

計画等について、町長と協議しなければならない。 

２ 前項の協議は、開発事前協議申請書（第３号様式）に関係書類を添えて行わな 

ければならない。 

３ 前項の規定による事前協議は、都市計画法第３２条の規定による公共施設管理 

者との協議を兼ねることができる。 

４ 事業者は、町からの全ての申入れ事項に対し、原則として承諾するものとする。 

５ 事業者は、開発事業計画の変更を行う場合は、事業計画変更届出書（第４号様 

式）を町長に提出しなければならない。 

６ 事業者は、開発事業計画の廃止を行う場合は、事業計画廃止届出書（第５号様 

式）を町長に提出しなければならない。 

７ 特殊建築物の建築行為を目的とした開発事業については、第２項の規定による 

事前協議をもって特殊建築物の建築に関する指導要綱（平成１２年９月三郷町告 

示第１１号）第３条に規定する事前協議を兼ねることができる。この場合におい 

て、事業者は、当該事前協議に必要な図書を添付しなければならない。 

８ 町長は、第２項の開発事前協議申請書又は第５項の事業計画変更届出書を提出 

した日から起算して１年を経過する日までに事業者との事前協議が締結に至らな 

いときは、当該事前協議申請又は当該事前協議変更届出を無効とすることができ 

る。 

（開発区域の選定） 

第２９条 事業者は、開発区域の選定に当たって、その自然的条件、社会的条件、

都市的条件等を十分調査し、周辺の状況を考慮して行わなければならない。 

（住宅の計画） 

第３０条 事業者は、主に住宅地として開発事業を行う場合は、良好な住環境を形 

成するため、区画規模、住戸規模等に配慮するとともに、三郷町地区計画区域内 

建築物の制限に関する条例（平成１０年３月三郷町条例第２号）に適合したもの 

でなければならない。 
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（１区画の敷地面積） 

第３１条 事業者は、開発事業を行うに当たり１区画の敷地面積は、次に掲げる基 

 準に従い確保しなければならない。 

(1) 第一種低層住居専用地域 １６５平方メートル以上 

(2) その他の用途地域 １３０平方メートル以上 

（要綱の不履行） 

第３２条 町長は、この要綱の規定に従わずに行われた開発事業について、事業者 

に対し、必要な措置をとることができる。   

（その他） 

第３３条 この要綱に定めるもののほか、開発事業に関し必要な事項は、その都度、 

町長が定める。 

付 則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


